
定期報告対象建築物等の建築等通知
	（宛　先）　　　京　都　市　長
	年　　　　月　　　　日

	通知者の住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）


	通知者の氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）                                                                

電話　　　　　―


	京都市建築基準法施行細則第３０条第１項の規定により通知します。

	建築物等の名称
	

	敷地の地名地番
	京都市　　　　　区

	建築主
	住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）


	
	氏名（法人にあっては，名称及び代表者名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　－

	定期報告関係事項
	通知の対象
	種別
	対象建築物の規模等
	対象設備の有無

	
	□建築物
	建築物
	□該当　　□非該当
	

	
	
	建築設備
	□該当　　□非該当
	□有　　□無

	
	
	防火設備
	□該当　　□非該当
	□有　　□無

	
	
	昇降機
	
	□有　　□無

	
	□工作物
	工作物の概要
工作物の概要

	
	
	

	主要用途
	（区分　　　　　　　　　　）

	工事種別
	□新築又は新設　□増築（□別棟での増築）　□改築　□移転　□用途変更

	既存建築物概要
	確認済証
	□有（　　年　　月　　日　第　　　　　　　号）　□無

	
	定期報告
	□対象（定期報告ID　　　　－　　　　　）　　　□対象外

	計画変更
	□該当　（前回の確認済証　　　年　　　月　　　日　第　　　　　　　　号）
□非該当

	工事完了予定年月
	　　　　　　年　　　　月


注１　該当する□には，レ印を記入してください。
２　複数の棟がある場合は，棟ごとに作成してください。
３　定期報告関係事項の各欄は，建築基準法施行令第１６条並びに京都市建築基準法施行細則第２８条第１項及び第２９条第１項の規定に従い記入してください。
４　主要用途の欄は，建築基準法施行規則別紙の表の用途の区分に従い，対応する記号を記入したうえ，その内容をできるだけ具体的に記入してください。
５　既存建築物概要の欄は，工事種別が増築（別棟での増築を除く。）又は用途変更の場合にのみ記入してください。
	※欄は事務処理欄ですので何も記入しないでください。

	※受付
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